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中小企業販路開拓支援
補助金

受�付期間　４月１日㈬～令和９
年２月26日㈮　※予算がな
くなり次第、受け付け終了
次の全てを満たすもの
　・�市内に事業所を有する中小
法人、小規模事業者、個人
事業主

　・�令和７年12月31日以前か
ら事業を営んでおり、市税
の未納がない

�事業提携先の開拓や受発注の
機会の確保を目的に、展示会・
見本市などに出展した際の費
用の一部を補助
�補助対象経費・割
合など詳しくは、

4598 で確認
　してください
商工観光課　
　 32-1395

お知らせ

ご寄付ありがとうございます

避難所運営支援システム
「ポケコム」の登録を
　マイナンバーカードやスマー
トフォンなどを利用し、指定避
難所で避難者受け付けができる
システム「ポケコム」を導入し、
令和７年12月１日から運用を
開始しました。事前にアカウン
トの登録をお願いします。
�アカウントの登録方法など詳
しくは、 5337 で確認し
てください
防災安全課　 32-1275

児童扶養手当額の改定 2105

　４月から手当額が改定されました。手当額は物価の変動に応じて自
動的に額を改定する、自動物価スライド制です。
子育て支援課　 32-1296

種類 改定前 改定後

第１子分
全部支給 46,690円 48,050円

一部支給 46,680～ 11,010円 48,040～ 11,340円

第２子以降分
全部支給 11,030円 11,350円

一部支給 11,020～ 5,520円 11,340～ 5,680円

就学援助制度
　経済的理由で小・中学校に就学することが困難な児童・生徒の保護
者に、学用品費などを援助します。対象要件など詳しくは、 1603 
で確認してください。
学校教育課　 32-1436

●バレーボールに親しみ楽しむ機会を提供するために
　�TG SPORTS㈱（ウルフドッグス名古屋）様（下津北山一丁目）
　���日本貨物鉄道㈱東海支社様（名古屋市中区）
　�…スマイルボール115個

●美術館での研究資料のために
　�山田靖麿様（岐阜県各務原市）
　…「画集 荻須高徳」ほか書籍３冊

●花火大会の開催・運営などのために
　�キリンビール㈱様（東京都中野区）
　東急ホテルズ＆リゾーツ㈱様（東京都渋谷区）
　…50万8,295円

●合唱練習での活用のために
　市内在住の方…アップライトピアノ

固定資産税の新築住宅軽減期間にご注意を 714
　新築住宅の固定資産税軽減期間が終了し、令和８年度から本来の税
額になります。
��①�令和４年に建築された一般住宅（長期優良住宅を除く）
　②�令和２年に建築された３階建て以上の中高層耐火住宅または認定
長期優良住宅

　③�平成30年に建築された認定長期優良住宅かつ３階建て以上の中高
層耐火住宅で、固定資産税の軽減（新築住宅軽減）を受けている
家屋

課税課　 32-1239時間外窓口のご案内
598

●�市民課休日窓口
毎月第４土曜、午前９時～正午
�住民票の写しの交付、戸籍の
全部（個人）事項証明書の交
付、印鑑登録証明書の交付、
印鑑登録申請、マイナンバー
カードの交付（要予約）・申
請など　※住民異動届（転入・
転居・転出届など）は除く

●�マイナンバーカード交付窓口
①�毎週木曜、午後５時～７時
30分

　②�毎月第２日曜・第４土曜、
午前９時～正午
��事前予約が必要
市民課
　 32-1302

カーボンニュートラル推進
補助金

受�付期間　４月１日㈬～30日
㈭　※予算に達しない場合、
９月30日㈬まで先着順で受
け付け
次の全てを満たすもの
　・�市内に事業所を有する中小
法人、小規模事業者、個人
事業主

　・�令和７年12月31日以前か
ら事業を営んでおり、市税
の未納がない

�省エネ診断、省エネ改良・導
入および工場などのLED化
に係る費用の一部を補助
��補助対象・割合など詳しくは、

3909 で確認してください
�商工観光課　 32-1395

映像による119番通報
を開始します
　119番通報時に指令セン
ターと通報者間において、ライ
ブ映像でやりとりができるシス
テムの運用を開始します。
開始日　４月１日㈬
�利用方法など詳しくは、
5459 で確認してください
消防署情報指令課　
　 22-211622-2116

中小企業設備投資促進
補助金

受�付期間　４月１日㈬～９月
30日㈬　
次の全てを満たすもの
　・�市内に法人などの届出のあ
る中小企業信用保険法第２
条第１項に該当する中小法
人、個人事業主

　・�令和７年12月31日以前か
ら事業を営んでおり、市税
の未納がない

�中小企業の設備投資促進のた
め、「中小企業振興奨励金」を改
正し、事業用家屋（建物）およ
び償却資産の新規取得を支援
�補助対象・金額など詳しくは、

5299 で確認してください
商工観光課　 32-1395

財源確保のため有料広告を掲載しています。広告内容の問い合わせは、直接広告主へお願いします。
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